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匝瑳市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準について 

 

 

１ 背景について                                

平成２４年８月に「子ども・子育て関連３法」が成立し、質の高い幼児期の学校

教育、保育の総合的な提供、保育の量的拡大及び確保並びに地域における子ども・

子育て支援の充実を図るため、「子ども・子育て支援新制度」が創設されました。 

新制度では、国の基準（内閣府令）を踏まえて、市町村が特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業の運営について、条例で基準を定めることと規定されたこと

に伴い条例を制定するもので、新制度の施行が平成２７年度からとなることから、

平成２６年度中に条例（匝瑳市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例）を制定する必要があります。 

 

 

２ 条例制定について                              

 

（１）条例の趣旨及び目的 

「匝瑳市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例」は、子ども・子育て支援法第３４条第３項及び第４６条第３項の規定

に基づき、匝瑳市の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定めるもので、この条例で定める基準は、良質かつ適切な内容及び水準の

特定教育・保育又は特定地域型保育の提供を行うことにより、全ての子どもが健

やかに成長するために適切な環境が等しく確保されることを目指すもので、特定

教育・保育及び特定地域型保育事業者は当該基準を遵守する必要があります。 

 

（２）「従うべき基準」及び「参酌すべき基準」について 

条例の制定にあたっては、国の基準「特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）」に従い定めることにな

り、同基準では「従うべき基準」と「参酌すべき基準」に区分され、定義及び内

容は以下のとおりとなります。 

ア 「従うべき基準」 

市町村が条例を定める上で必ず適合しなければならない基準で、これを下回

る内容を定めることはできないが、地域の実情に応じて、これを上回る内容を

定めることは許容されるもの。 

 

イ 「参酌すべき基準」 

市町村が条例を定める上で参考にすべき基準で、十分に検討した結果であれ

ば、地域の実情に応じて、これと異なる内容を定めることが許容されるもの。 
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３ 子ども・子育て支援新制度について                      

 

（１）特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業について 

子ども・子育て支援新制度では、子どものための教育・保育に係る給付が創設

され、当該給付の支給の対象となる施設・事業が特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業となり、対象となる施設・事業及び給付は次のとおりとなります。 

 

区分 特定教育・保育施設 特定地域型保育事業 

施設・事業 ○認定こども園 

○幼稚園（※） 

○保育所 

○家庭的保育事業 

○小規模保育事業 

○居宅訪問型保育事業 

○事業所内保育事業 

給  付 ○施設型給付 ○地域型保育給付 

 ※私立幼稚園については、新制度施行後も施設型給付の支給を受けず、現行どおり

私学助成等により運営することも選択できます。 

 

（２）施設型給付等の支給対象となる子どもの認定区分について 

子ども・子育て支援新制度では、教育・保育を利用する子どもについて３つの

認定区分が設けられ、この区分に従い施設型給付等が特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業に対して支給されます。 

 

認定区分 対象年齢 認定要件 対象施設・事業 

１号認定 ３歳～小学校就学前 ２号認定以外の

子ども 

認定こども園、幼稚園 

 

 

 

２号認定 ３歳～小学校就学前 

 

保護者の労働又

は疾病等により

家庭において保

育を受けること

が困難である子

ども 

認定こども園、保育所 

 

 

 

３号認定 ０～２歳 認定こども園、保育所、家

庭的保育事業、小規模保育

事業、居宅訪問型保育事

業、事業所内保育事業 
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４ 匝瑳市の基準案について                           

匝瑳市の基準案については、次のとおりです。 

国の基準「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準」と、

それに対応する匝瑳市の基準案の内容は、一部を除き、国の基準どおりとしていま

す。 

 

【特定教育・保育施設の運営に関する基準案】 

項目 国の基準の内容 
従参 

区分 

匝瑳市の 

基準案 

基準に対する 

匝瑳市の考え方 

利用定員 ○ 認定こども園、保育所の利用定員は２０人

以上とする。 

※幼稚園は特に定めなし。 

 

従う 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 
 

○ 認定こども園は、１・２・３号認定子ども

の区分ごとに利用定員を定める。３号は更に

０歳・１～２歳に区分する。 

○ 幼稚園は、１号認定子どもの利用定員を定

める。 

○ 保育所は、２・３号認定子どもの区分ごと

に利用定員を定める。３号は更に０歳・１～

２歳に区分する。 
 

従う 国の基準

どおり 

同上 

利用者への説

明、同意 

 

○ 利用申込者に対し、運営規程の概要、職員

の勤務体制等の重要事項を記した文書を交

付して説明を行い、特定教育・保育の提供の

開始について利用者の同意を得なければな

らない。 
 

従う 国の基準

どおり 

同上 

応諾義務 

 

○ 利用の申込みを受けたときは、正当な理由

がなければ、これを拒んではならない。 
 

従う 国の基準

どおり 

同上 

選考 ○ 利用定員を上回る申込みがあった場合は、

以下のとおり選考しなければならない。 

① １号認定子どもは、抽選、先着順、設置

者の理念、基本方針等に基づく公正な方法

により選考する。 

② ２・３号認定子どもは、保育の必要の程

度、家族等の状況を勘案し、保育の必要性

が高いと認められる子どもが優先的に利

用できるよう選考する。 
 

従う 国の基準

どおり 

同上 

○ 自ら適切な教育・保育を提供することが困

難な場合は、適切な特定教育・保育施設又は

特定地域型保育事業を紹介する等の適切な

措置を講じなければならない。 
 

参酌 国の基準

どおり 

同上 
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項目 国の基準の内容 
従参 

区分 

匝瑳市の 

基準案 

基準に対する 

匝瑳市の考え方 

あっせん、調

整、要請への協

力 

 

○ 特定教育・保育の利用について市が行うあ

っせん、調整、要請に対し、できる限り協力

しなければならない。 

従う 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

 

支給認定証の

確認、支給認定

申請の援助 

○ 特定教育・保育施設の利用開始に当たっ

て、保護者から支給認定証の確認（利用期間

等）を行うものとする。 

○ 支給認定を受けていない保護者から利用

申込みがあった場合には、当該申請が行われ

るよう必要な援助を行わなければならない。 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

小学校等との

連携 

 

○ 特定教育・保育施設の利用終了に際して、

小学校等に円滑に接続できるよう、密接な連

携に努めなければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

教育・保育の記

録 

 

○ 特定教育・保育の提供日、内容等を記録し

なければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

利用者負担額

等の徴収 

○ 特定教育・保育施設は保護者から利用者負

担額の支払いを受ける。 

○ 特定教育・保育の質の向上を図る上で特に

必要であると認められる場合、利用者負担額

に上乗せして徴収をすることができる。 

○ 上記のほか、次の費用を徴収することがで

きる。 

①日用品、文房具等の購入 

②行事への参加 

③食事の提供 

④通園バス 

⑤その他、保護者に負担させることが適当な

もの 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

施設型給付の

通知 

 

○ 特定教育・保育施設は法定代理受領により

施設型給付の支給を受けた場合は、保護者に

対し当該保護者に係る施設型給付の額を通

知しなければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 
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項目 国の基準の内容 
従参 

区分 

匝瑳市の 

基準案 

基準に対する 

匝瑳市の考え方 

取扱方針 ○ 特定教育・保育施設は次の区分ごとに定め

るものに基づき、特定教育・保育を提供する。 

① 幼保連携型認定こども園…幼保連携型

認定こども園教育・保育要領 

② ①以外の認定こども園…幼稚園教育要

領、保育指針、幼保連携型認定こども園教

育・保育要領 

③ 幼稚園…幼稚園教育要領 

④ 保育所…保育所保育指針 

 

従う 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

評価 ○ 提供する特定教育・保育の質の評価を自ら

行い、常にその改善を図らなければならな

い。 

○ 定期的に保護者等又は外部の者による評

価を受けて、結果を公表し、常にその改善を

図るよう努めなければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

不正行為の通

知 

 

○ 保護者が偽りその他の不正な行為によっ

て施設型給付の支給を受け、又は受けようと

した場合は意見を付してその旨を市に報告

しなければならない。 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

運営規程等 ○ 事業の運営についての重要事項を定める

運営規程を策定しなければならない。 

○ 職員の資質向上のための研修の機会を確

保しなければならない。 

○ 利用定員を超えて特定教育・保育を提供し

てはならない。ただし、年度中の需要増大へ

の対応その他やむを得ない事情がある場合

は、その限りではない。 

○ 運営規程の概要、職員の勤務体制、利用者

負担その他の重要事項を掲示しなければな

らない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

秘密保持、個人

情報保護 

 

○ 職員及び管理者は、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た子ども又はその家族の秘

密を漏らしてはならない。 

○ 職員であった者が正当な理由がなく、その

業務上知り得た子ども又はその家族の秘密

を漏らすことがないよう必要な措置を講じ

なければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

  



- 6 - 
 

 

項目 国の基準の内容 
従参 

区分 

匝瑳市の 

基準案 

基準に対する 

匝瑳市の考え方 

利益供与等の

禁止 

○ 小学校就学前子ども又はその家族を紹介

する又は受けることの対償として、金品その

他の財産上の利益を収受又は供与してはな

らない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

苦情解決等 

 

○ 苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情

受付窓口の設置等、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

○ 苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内

容等を記録しなければならない。 

○ 特定教育・保育に関して市が行う報告又は

市の職員からの質問等に応じ、又は苦情に関

して市が行う調査に協力するとともに、市か

ら指導又は助言を受けた場合は、必要な改善

を行わなければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

事故発生の防

止及び事故発

生時の対応 

 

○ 事故の発生（再発）を防止するための措置

を講じなければならない。 

○ 事故発生時は速やかに保護者等に連絡し、

必要な措置を講じ、記録しなければならな

い。 

○ 賠償すべき事故が発生した場合は、速やか

に損害賠償を行わなければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

特別利用保育

の基準 

 

○ 保育所が１号認定子どもに特別利用保育

（※１）を提供する場合は、都道府県が条例

で定める児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準を遵守しなければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

特別利用教育

の基準 

 

○ 幼稚園が２号認定子どもに特別利用教育

（※２）を提供する場合は、学校教育法第３

条に規定する学校の設備、編制その他に関す

る設置基準を遵守しなければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

※１ 特別利用保育……保育所において１号認定子どもに対して提供される保育 
※２ 特別利用教育……幼稚園において２号認定子どもに対して提供される教育 
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【特定地域型保育事業の運営に関する基準案】 

項目 国の基準の内容 
従参 

区分 

匝瑳市の 

基準案 

基準に対する 

匝瑳市の考え方 

利用定員 ○ 特定地域型保育事業の利用定員は以下の

とおりとする。 

①家庭的保育事業…１～５人 

②小規模保育事業Ａ型、Ｂ型…６～１９人 

③小規模保育事業Ｃ型…６～１０人 

④居宅訪問型保育事業…１人 

○ 上記定員は、０歳と１～２歳に区分して利

用定員を定める。 

 

従う 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

利用者への説

明、同意 

 

○ 利用申込者に対し、運営規程の概要、連携

施設の種類、職員の勤務体制等の重要事項を

記した文書を交付して説明を行い、特定地域

型保育の提供の開始について利用者の同意

を得なければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

応諾義務 

 

○ 利用の申込みを受けたときは、正当な理由

がなければ、これを拒んではならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

選考 ○ 利用定員を上回る申込みがあった場合は、

保育の必要の程度、家族等の状況を勘案し、

保育の必要性が高いと認められる子どもが

優先的に利用できるよう選考するものとす

る。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

○ 自ら適切な地域型保育を提供することが

困難な場合は、連携施設その他の適切な特定

教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹

介する等の適切な措置を講じなければなら

ない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

あっせん、調

整、要請への協

力 

○ 特定地域型保育事業の利用について市が

行うあっせん、調整、要請に対し、できる限

り協力しなければならない。 

従う 国の基準

どおり 

同上 

支給認定証の

確認、支給認定

申請の援助 

 

○ 特定地域型保育事業の利用開始に当たっ

て、保護者から支給認定証の確認（利用期間

等）を行うものとする。 

○ 支給認定を受けていない保護者から利用

申込みがあった場合には、当該申請が行われ

るよう必要な援助を行わなければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 
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項目 国の基準の内容 
従参 

区分 

匝瑳市の 

基準案 

基準に対する 

匝瑳市の考え方 

小学校等との

連携 

 

○ 特定地域型保育事業の利用終了に際して、

小学校等に円滑に接続できるよう、密接な連

携に努めなければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

教育・保育の記

録 

 

○ 保育の提供日、内容等を記録しなければな

らない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

連携施設の確

保 

 

○ 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事

業者は除く）は、次の事項の協力を行う連携

施設（認定こども園、幼稚園、保育所）を適

切に確保しなければならない。 

①集団保育の体験 

②代替保育の提供 

③卒園後の受皿 

※ ただし、事業所内保育事業所（利用定員

が２０人以上に限る）は、上記①②の事項

に係る連携施設を確保する必要がない。 

○ 居宅訪問型保育事業者は、障がい、疾病等

で集団保育が著しく困難である乳幼児を保

育する場合は、連携する障害児入所支援施設

等を適切に確保しなければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

 

※一部を

除く 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

※ただし、本市は離島

等により連携施設の確

保が著しく困難な地域

ではないため、連携施

設確保の例外規定は削

除する。 

 

利用者負担額

等の徴収 

○ 特定地域型保育事業者は保護者から利用

者負担額の支払いを受けるものとする。 

○ 特定地域型保育の質の向上を図る上で特

に必要であると認められる場合、利用者負担

額に上乗せして徴収をすることができる。 

○ 上記のほか、次の費用を徴収することがで

きる。 

①日用品、文房具等の購入 

②行事への参加 

③食事の提供 

④通園バス 

⑤その他、保護者に負担させることが適当な

もの 

 

従う 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

地域型保育給

付の通知 

 

○ 特定地域型保育事業者は地域型保育給付

の支給を受けた場合は、保護者に対し当該保

護者に係る地域型保育給付の額を通知しな

ければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 
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項目 国の基準の内容 
従参 

区分 

匝瑳市の 

基準案 

基準に対する 

匝瑳市の考え方 

取扱方針 ○ 特定地域型保育事業者は保育所保育指針

に準じ、それぞれの事業の特性に留意し、乳

幼児の心身の状況等に応じて、保育の提供を

行わなければならない。 

従う 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

 

評価 ○ 提供する特定地域型保育の質の評価を自

ら行い、常にその改善を図らなければならな

い。 

○ 定期的に外部の者による評価を受けて、結

果を公表し、常にその改善を図るよう努めな

ければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

不正行為の通

知 

○ 保護者が偽りその他の不正な行為によっ

て地域型保育給付の支給を受け、又は受けよ

うとした場合は意見を付してその旨を市に

報告しなければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

運営規程等 ○ 事業の運営についての重要事項を定める

運営規程を策定しなければならない。 

○ 職員の資質向上のための研修の機会を確

保しなければならない。 

○ 利用定員を超えて特定教育・保育を提供し

てはいけない。ただし、年度中の需要増大へ

の対応その他やむを得ない事情がある場合

は、その限りではない。 

○ 運営規程の概要、職員の勤務体制、利用者

負担その他の重要事項を掲示しなければな

らない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 

秘密保持、個人

情報保護 

 

○ 職員及び管理者は、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た子ども又はその家族の秘

密を漏らしてはならない。 

○ 職員であった者が正当な理由がなく、その

業務上知り得た子ども又はその家族の秘密

を漏らすことがないよう必要な措置を講じ

なければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

利益供与等の

禁止 

 

○ 小学校就学前子ども又はその家族を紹介

する又は受けることの対償として、金品その

他の財産上の利益を収受又は供与してはな

らない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

同上 
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項目 国の基準の内容 
従参 

区分 

匝瑳市の 

基準案 

基準に対する 

匝瑳市の考え方 

苦情解決等 

 

○ 苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情

受付窓口の設置等、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

○ 苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内

容等を記録しなければならない。 

○ 特定地域型保育に関して市が行う報告又

は市の職員からの質問等に応じ、又は苦情に

関して市が行う調査に協力するとともに、市

から指導又は助言を受けた場合は、必要な改

善を行わなければならない。 

 

参酌 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

 

事故発生の防

止及び事故発

生時の対応 

○ 事故の発生（再発）を防止するための措置

を講じなければならない。 

○ 事故発生時は速やかに保護者等に連絡し、

必要な措置を講じ、記録しなければならな

い。 

○ 賠償すべき事故が発生した場合は、速やか

に損害賠償を行わなければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

特別利用地域

型保育の基準 

 

○ 特定地域型保育事業者が１号認定子ども

に特別利用地域型保育（※３）を提供する場

合は、市が条例で定める地域型保育事業の認

可基準を遵守しなければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

特定利用地域

型保育の基準 

 

○ 特定地域型保育事業者が２号認定子ども

に特定利用地域型保育（※４）を提供する場

合は、市が条例で定める地域型保育事業の基

準を遵守しなければならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

※３ 特別利用地域型保育……特定地域型保育事業において１号認定子どもに対して提供される保育 
※４ 特定利用地域型保育……特定地域型保育事業において２号認定子どもに対して提供される保育 
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【その他の基準案】 

項目 国の基準の内容 
従参 

区分 

匝瑳市の 

基準案 

基準に対する 

匝瑳市の考え方 

特定保育所に

関する特例 

○ 特定保育所（※５）は、当分の間、特定教

育・保育の質の向上を図る上で特に必要であ

ると認められる対価を利用者負担額に上乗

せして徴収をする場合は、市の同意を得なけ

ればならない。 

○ 特定保育所は市から保育の委託を受けた

ときは、正当な理由がない限り、これを拒ん

ではならない。 

 

従う 国の基準

どおり 

匝瑳市の実情に、国の

基準と異なる内容を定

める特別な事情や特性

はないことから、国の

基準どおりとする。 

 

利用定員の経

過措置 

 

○ 小規模保育事業Ｃ型の利用定員は、条例の

施行日から５年間は、６～１５人とする。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

連携施設の経

過措置 

 

○ 特定地域型保育事業者は、連携施設の確保

が著しく困難で、市が実施する事業により適

切な支援ができると認める場合は、この条例

の施行日から５年間は連携施設を確保しな

いことができる。 

 

従う 国の基準

どおり 

同上 

※５ 特定保育所……特定教育・保育施設のうち、都道府県及び市町村以外の者が設置する保育所 
 


